
《学校法人全体》
（単位：％）

分類 内容

純 資 産

総 負 債 ＋ 純 資 産

繰 越 収 支 差 額

総 負 債 ＋ 純 資 産

基 本 金

基 本 金 要 組 入 額

固 定 資 産

純 資 産

固 定 資 産

純 資 産 ＋ 固 定 負 債

固 定 資 産

総 資 産

有 形 固 定 資 産

総 資 産

特 定 資 産

総 資 産

流 動 資 産

総 資 産

減価償却累計額(図書を除く)
減価償却資産取得価額(図書を除く)

運 用 資 産 － 総 負 債

総 資 産

運 用 資 産 － 外 部 負 債

経 常 支 出

流 動 資 産

流 動 負 債

現 金 預 金

前 受 金

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債

総 負 債 ＋ 純 資 産

流 動 負 債

総 負 債 ＋ 純 資 産

総 負 債

総 資 産

総 負 債

純 資 産

運 用 資 産

要 積 立 額
（注） １．寄付金＝教育活動収支の寄付金+特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付　　２．補助金＝経常費等補助金+施設設備補助金　　３．運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金　

４．外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務　　５．要積立額＝減価償却累計額(有形固定資産)＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

△　高い値が良い　　　▼　低い値が良い　　　～　どちらともいえない　　　▲　やや高い【全国平均(医歯系法人除く)より5％上限の範囲内】　　　▼　やや低い【全国平均(医歯系法人除く)より5％下限の範囲内】

122.4 ○ 78.0 78.6 69.3 77.7
運用資産の保有
状況はどうか

20. 積 立 率 △ 127.8 ○ 123.8 ○

13.9○ 9.7 ○ 13.8 9.8 13.719. 負 債 比 率 ▼ 11.4 ○ 10.7

○ 12.1 8.9 12.1 12.218. 総 負 債 比 率 ▼ 10.2 ○ 9.7 ○ 8.8

5.3○ 3.0 ○ 5.3 3.4 5.417. 流 動 負 債 構 成 比 率 ▼ 3.5 ○ 3.3

〇 6.8 5.5 6.7 6.9

負債の割合はど
うか

16. 固 定 負 債 構 成 比 率 ▼ 6.7 ○ 6.4 〇 5.8

98.5 ○ 72.1 75.7 57.3 72.715. 退職給与引当特定資産保有率 △ 90.4 ○ 91.3 ○

451.5 361.3541.7 ○ 578.4 ○ 358.5 566.414. 前 受 金 保 有 率 △ 532.5 ○

256.6 374.2 300.4 255.513. 流 動 比 率 △ 327.0 ○ 337.2 ○ 379.8 ○

2.8 ○ 2.0 2.6 1.5 2.012.
運 用 資 産 余 裕 比 率
（ 単 位 ： 年 ）

△ 2.7 ○ 2.7 ○

26.0 26.632.2 ○ 33.9 ○ 26.4 34.4

負債に備える資
産が蓄積されて
いるか

11. 内 部 留 保 資 産 比 率 △ 31.0 ○

～ 53.2 57.5 55.0 53.010. 減 価 償 却 比 率 ～ 42.9 ～ 44.2 ～ 45.7

13.5× 11.3 ▼ 13.7 12.6 16.29. 流 動 資 産 構 成 比 率 △ 11.4 ▼ 11.1

○ 22.4 31.0 21.5 21.68. 特 定 資 産 構 成 比 率 △ 30.0 ○ 30.8 ○ 31.4

59.0○ 56.4 ○ 59.1 55.6 58.57. 有形固定資産構成比率 ▼ 57.6 ○ 57.1

▲ 86.3 87.4 83.8 86.588.6 ▲ 88.9 ▲ 88.7

91.2 90.4 88.6 91.35. 固 定 長 期 適 合 率 ▼ 91.8 ▲ 91.9 ▲ 91.4 ▲

97.3 〇 98.2 95.9 95.3 98.5長期資金で固定
資産は賄われて
いるか

4. 固 定 比 率 ▼ 98.7 〇 98.4 〇

97.496.2 ▼ 96.8 ▼ 97.2 97.63. 基 本 金 比 率 △ 95.6 ▼

2.5 ○ 2.5 ○ ▲ 15.3 ▲ 15.82. 繰越収支差額構成比率 △ 3.4 ○

87.9 87.8

▲ 20.5 ▲ 15.7

97.7

○ 90.3 ○ 91.2 ○ 87.9

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

(

財
務
状
況

)

自己資金は充実
されているか

1. 純 資 産 構 成 比 率 △ 89.8

資産構成はどう
なっているか

6. 固 定 資 産 構 成 比 率 ▼

算　式（×１００）

Ⅳ-2.　③財務比率等の財務分析資料

区　　　　　　　　　　　　　分
元年度 ２年度 ３年度

２年度全国平
均（医歯系法
人除く）

２年度全国平
均（ブロック別
(四国)）

２年度全国平
均（規模別3千
～5千人）

２年度全国平均
（系統別(理工他
複数学部)）比　率

91.1



（単位：％）

分類 内容

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

学 生 生 徒 等 納 付 金

経 常 収 入

寄 付 金

事 業 活 動 収 入

教 育 活 動 収 支 の 寄 付 金

経 常 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

経 常 費 等 補 助 金

経 常 収 入

人 件 費

経 常 収 入

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

借 入 金 等 利 息

経 常 収 入

基 本 金 組 入 額

事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額

経 常 支 出

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

事 業 活 動 支 出

事 業 活 動 収 入 - 基 本 金 組 入 額

経 常 収 支 差 額

経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額

教 育 活 動 資 金 収 入 計

（注） １．寄付金＝教育活動収支の寄付金+特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付　　２．補助金＝経常費等補助金+施設設備補助金　　３．運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金　

４．外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務　　５．要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

△　高い値が良い　　　▼　低い値が良い　　　～　どちらともいえない　　　▲　やや高い【全国平均(医歯系法人除く)より5％上限の範囲内】　　　▼　やや低い【全国平均(医歯系法人除く)より5％下限の範囲内】

12.9 12.8 15.3▼ 13.0 × 16.4 ○ 14.6
活動
区分
比率

教育活動でｷｬｯ
ｼｭﾌﾛｰが生み出
せているか

1. 教育活動資金収支差額比率 △ 13.6

3.0 0.4 3.5 3.816. 教育活動収支差額比率 △ 4.5 〇 3.6 ○ 7.4 ○

○ 4.6 2.7 4.7 5.215. 経 常 収 支 差 額 比 率 △ 6.4 ○ 5.4 ○ 9.2

99.9 ○ 105.8 109.6 104.6 103.614. 基本金組入後収支比率 ▼ 106.6 〇 107.4 ▲

93.3 68.279.8 × 77.1 × 69.6 77.1

収入と支出のバ
ランスはとれてい
るか

13. 人 件 費 依 存 率 ▼ 83.7 ×

11.7 12.5 10.4 12.012. 減 価 償 却 額 比 率 ～ 11.3 ～ 10.6 ～ 11.1 ～

▼ 10.4 11.7 9.7 9.211. 基 本 金 組 入 率 △ 11.8 × 10.8 ▼ 9.7

0.1○ 0.1 ○ 0.1 0.1 0.110. 借 入 金 等 利 息 比 率 ▼ 0.1 ○ 0.1

○ 8.2 6.8 7.3 7.39. 管 理 経 費 比 率 ▼ 6.1 ○ 5.6 ○ 5.8

35.7〇 31.9 × 35.2 35.4 37.98. 教 育 研 究 経 費 比 率 △ 28.5 × 34.0

55.0 49.9 51.5× 54.9 ▲ 52.9 ▲ 51.8

支出構成は適切
であるか

7. 人 件 費 比 率 ▼ 58.8

13.9 19.2 14.6 13.26. 経 常 補 助 金 比 率 △ 19.5 ○ 23.1 ○ 23.8 ○

24.2 ○ 14.1 19.7 14.9 13.35. 補 助 金 比 率 △ 19.4 ○ 23.4 ○

1.2 1.80.3 × 0.2 × 1.6 0.74. 経 常 寄 付 金 比 率 △ 0.1 ×

0.6 × 0.5 × 2.3 0.83. 寄 付 金 比 率 △ 0.3 ×

74.4 71.3 53.5 75.570.2 ～ 68.7 ～ 68.6 ～

3.1 5.5 6.0

2.1 2.6

〇 4.3 × 9.8 〇 5.2

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

(

経
営
状
況

)

経営状況はどう
か

1. 事業活動収支差額比率 △ 6.0

収入構成はどう
なっているか

2. 学生生徒等納付金比率 ～

比　率 算　式（×１００）

区　　　　　　　　　　　　　分
元年度 ２年度 ３年度

２年度全国平
均（医歯系法
人除く）

２年度全国平
均（ブロック別
(四国)）

２年度全国平
均（規模別3千
～5千人）

２年度全国平均
（系統別(理工他
複数学部)）



（単位：円）

（注）令和3年度決算の内、事業活動収入及び事業活動支出＋基本金組入額を科目ごとに学生数2,965名
      （R3.5.1現在在籍者数）で除して、一人当たりの値を表している。

令和3年度　事業活動収支決算における学生等一人当たりの収入及び支出合計

基本金組入額, 

169,000, 10%

人件費, 812,000, 

51%

教育研究経費, 

529,000, 33%

管理経費, 91,000, 

6%

その他, 6,000, 0%

一人当たりの支出合計
（事業活動支出＋基本金組入額）

学生生徒等納付

金, 1,148,000, 71%

補助金, 326,000, 

20%

受取利息･配当金, 

32,000, 2%

付随事業収入, 

41,000, 3% その他, 63,000, 4%

一人当たりの収入合計
（事業活動収入）

一人当たり

支出合計

1,607,000
円

一人当たり

収入合計

1,610,000
円


